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令和4年度県民経済計算から見える岡山県のすがた 

～1人当たり県民所得の順位に関して～ 

 

令和 4 年度の岡山県県民経済計算を令和 7 年 3 月末に公表したところですが、令和７年

12 月に内閣府において全国の県民経済計算の結果が公表されましたので、そこから見える

岡山県の現状をまとめてみました。 

 

・本資料の構成 

１ 岡山県の県内総生産の立ち位置 

２ 全国との比較 

３ １人当たり県民所得の全国順位が４４位となった背景 

 

１ 岡山県の県内総生産の立ち位置  

令和４年度の岡山県の県内総生産（名目）は、７兆３，４５０億円で、全国 22 位です。東京都

が突出して大きく、続いて大阪府、愛知県と続いています。中国地方では、広島県に次ぎ 2

番目に大きい県です(図表１)。 

 

 

２ 全国との比較 

令和 4 年度における岡山県の主要な経済指標を全国と比較したものです。東京都など一

部地域の数値が平均値を大きく引き上げる傾向があるため、中央値も併記し、より多角的

な視点から岡山県の経済状況を把握できます。 

図表１ 
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岡山県は、毎年、県内総生産をはじめ、多くの指標で概ね２０位前後に位置しています。一

方、１人当たり県民所得は４４位と令和４年度に大きく落ち込んでいることがわかります。

（図表２） 

 

 

岡山県の賃金水準は、直近の毎月勤労統計調査では全国 14 位、賃金構造基本統計調査

では全国22位です。 

 

図表２ 
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３ １人当たり県民所得の全国順位が44位となった背景 

 各方面からこの順位についてお問い合わせがありましたので、解説したいと思います。

例年岡山県の 1 人当たり県民所得の全国順位は 30 位台で推移していましたが、令和 4

年度は前年度の2,753千円から2,5５3千円に減少し44位となりました。 

この大きな要因として、1 人当たり県民所得を計算する際のベースとなる県内総生産が

大きく減少したことが挙げられます。 

 県内総生産は 7 兆７，１１２億円から７兆３，４５０億円に、3,６62 億円減少しました。減少

した内訳をみてみると、製造業の「石油・石炭製品」が、その3,６62億円を超えて、4,２53

億円減少していました。 

 この石油石炭製品業の県内総生産額が大きく減少した主な要因は、ウクライナ情勢等に

起因する世界的なエネルギー価格の大きな変動にあります。 

原材料である原油の調達価格が、円安の進行も相まって高騰した一方、その後の市況の

変化で製品の出荷価格が下落したことで、コスト増加分を出荷価格に十分反映できず、両

者の間に価格差（タイムラグ）が生じマージンの悪化を招き、利益を圧迫する要因のひとつ

となりました。 

このような特殊な外的要因が重なり、1 人当たり県民所得が一時的に下落したものと考

えています。 
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参考１：本県の県内総生産の推移（産業分類 大分類） 

    本県では、製造業が県内総生産全体の約３割を占めています。Ｒ４年度は先述の理由

により、数値を下げています（図表３）。 

   

 参考２：製造業の各業種における県内総生産の推移（産業分類 中分類） 

        Ｒ４年度は、先述の理由により、石油石炭製造業が数値を大きく下げています。 

（図表４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 

図表４ 
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参考３：岡山県県民経済計算各指標のＲ３、Ｒ４年度の比較 

    先述の理由により、中間投入（原材料費等）の対前年度増加額が、産出額（出荷額）の増

加額を大きく上回っているため、県内総生産が対前年度で▲3,662 億円とマイナスと

なっています。その結果、1人当たり県民所得も▲200千円のマイナスとなっています。 

   （図表５） 

 

図表５ 


